
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

大阪府 阪南市
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

58,743
36.10

17,155,093
16,752,001
126,110

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.60]

類似団体内順位

[ 51/56 ]

全国市町村平均

0.53
大阪府市町村平均

0.78
0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

0.39

1.25

0.80

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.60

阪南市の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [100.3%]

類似団体内順位

[ 52/56 ]

全国市町村平均

90.3
大阪府市町村平均

97.2

(%)

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

105.7

67.8

91.9

100.3

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [92,740円]

類似団体内順位

[ 15/56 ]

全国市町村平均

116,701
大阪府市町村平均

115,627

(円)

160,000

140,000

120,000

100,000

80,000

60,000

133,817

70,927

99,813
92,740
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
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類似団体平均

阪南市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
１．財政力指数
　本市は大阪都市圏の住宅衛星都市であり、税収を個人の市民税、固定資産税に依存していることから、指数は類似団体
平均を大きく下回っている。企業誘致の促進など税基盤の拡充に努めるとともに、第二次財政再建実施計画に基づき、平成
23年度の目標徴収率を92.1％（平成18年度実績89.5％）に設定し、市税の徴収強化に取組んでいる。
２．経常収支比率
　平成3年の市制施行以降義務的経費が急増したことから、平成14年以降二度にわたって財政再建実施計画を策定し、人
件費の削減や事務事業評価システムを活用した事務事業の抜本的な見直し、特別会計経営健全化による繰出金の抑制等
に取り組んでいる。
３．人口１人当たり人件費・物件費等決算額
　平成15年度以降の本格的な財政再建取組みにより類似団体平均を下回っている状況である。今後も市民サービスの維持
向上と経費抑制とを両立するため、指定管理者制度の導入や民間活力の取込み等の行財政改革に積極的に取組む。
４．ラスパイレス指数
　平成１４年７月から平成１７年６月まで全職員の一律2.5％、平成１７年７月から平成１７年１２月まで同２％の給与カットを
行ってきたが、給与構造改革により平均4.8%減の給料表を採用することを踏まえ、給与カットを継続していないため、

類似団体平均を上回っている。現在は毎年度見直している「職員定員管理計画」に基づき、厳格かつ適正な定員管理を行うこ
とにより、人件費総額の縮減に努めている。
５．人口１人当たり地方債現在高
　類似団体平均を下回っているが、厳しい財政状況を踏まえ、今後も投資的事業の抑制に努め、起債に大きく依存しない行財
政運営システムの構築を進める。
６．実質公債費比率
　特別会計を含め市全体で投資的事業の抑制に努めているが、歳入の減少と平成5年度供用開始の下水道事業のイニシャル
コストの影響等により類似団体平均を上回っている状況である。
７．人口１，０００人当たり職員数
　平成１４年度から平成１8年度までの5年間で96名（133名退職、37名採用）の職員削減を行った。また、平成19年度から定年
前早期退職制度を本格適用するとともに、指定管理者制度の導入や民間活力の活用など市の施策状況等を踏まえ、毎年度
「職員定員管理制度」の見直しを行い、より一層適正な定員管理に努める。



歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 大阪府 阪南市

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【①人件費・物件費について】（別掲「人件費及び人件費に準ずる費用の分析」を併せて参照）
　人件費・物件費に共通する背景として、本市に公共施設が多いということが挙げられる。
　人件費については、各年度の退職手当によって総額の増減は発生しているが、人口1,000人あたりの職員数はほ
ぼ類似団体の平均となっている。その内訳を分析すると、教育施設を中心に施設従事職員数が多い状況となって
いる。また、ストックについても、本市バランスシートの有形固定資産を分析すると教育施設の整備費用が突出して
おり、人件費を含めた維持管理経費の増加につながっている。
　物件費については、本市が類似団体の平均を上回っているが、最も大きな要因は賃金であり、人件費と同様、施
設に従事する非常勤職員が多い状況にある。
　このような状況を改善するため、本市では積極的に市立幼稚園の整理統合を進めており、平成13年度に11園
あった幼稚園を平成20年4月までに４園に段階的に統合するとともに、平成18年度に私立幼稚園を誘致したところ
である。
　また、保育所についても平成18年度に1所民営化を実施し、公立保育所３所・私立保育所３所の体制を構築した。
　さらに、平成18年３月に策定した「指定管理者制度導入の方針」に基づき、平成20年４月までに知的障害者通所
授産施設、身体障害者通所授産施設、住民センター、わんぱく王国、留守家庭児童会、文化センター、老人福祉セ
ンターに指定管理者制度を導入した。
　また、平成21年度以降も体育施設などに計画的に指定管理者制度を導入する予定である。

【②公債費・普通建設事業費について】
　（別掲「公債費及び公債費に準ずる費用の分析」「普通建設事業費の分析」を併せて参照）
　本市では、関西国際空港建設に伴う土砂採取に併せて開発された阪南スカイタウン関連事業や長年の懸案事項
であったし尿処理施設の建設に取り組んできた。
　しかし、財政状況の急速な悪化を踏まえ、平成14年９月の財政再建実施計画策定以降、投資的事業を抑制して
きたこともあり、公債費については一定の水準に留まっている状況である。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 3,552,828 60,481 64,710 ▲ 6.5
賃金（物件費） 392,642 6,684 2,980 124.3
一部事務組合負担金（補助費等） 697,687 11,877 5,942 99.9
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 38,981 664 719 ▲ 7.6
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 208,580 3,551 2,940 20.8
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 44,822 763 1,243 ▲ 38.6
▲退職金 ▲ 348,696 ▲ 5,936 ▲ 7,034 ▲ 15.6
合計 4,586,844 78,083 71,500 9.2

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 6.50 6.49 0.01
ラスパイレス指数 99.0 98.4 0.6

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。） 1,686,530 28,710 32,243 ▲ 11.0

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等 - - 31 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 482,671 8,217 10,024 ▲ 18.0
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額 138,977 2,366 3,484 ▲ 32.1

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額 99,461 1,693 1,597 6.0

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く） 2,440 42 30 40.0

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額 ▲ 1,062,405 ▲ 18,086 ▲ 23,132 ▲ 21.8

合計 1,347,674 22,942 24,278 ▲ 5.5

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 大阪府 阪南市

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

1,777,533 29,686 120.2 49,901 ▲ 6.3 126.5

うち単独分 804,875 13,442 21.6 33,654 ▲ 6.8 28.4

1,501,705 25,134 ▲ 15.3 37,815 ▲ 24.2 8.9

うち単独分 604,266 10,114 ▲ 24.8 24,749 ▲ 26.5 1.7

836,439 14,065 ▲ 44.0 33,970 ▲ 10.2 ▲ 33.8

うち単独分 381,723 6,419 ▲ 36.5 21,865 ▲ 11.7 ▲ 24.8

1,924,951 32,593 131.7 36,976 8.8 122.9

うち単独分 643,739 10,900 69.8 21,184 ▲ 3.1 72.9

2,743,050 46,696 43.3 35,287 ▲ 4.6 47.9

うち単独分 1,327,725 22,602 107.4 22,883 8.0 99.4

過去５年間平均 1,756,736 29,635 47.2 38,790 ▲ 7.3 54.5

うち単独分 752,466 12,695 27.5 24,867 ▲ 8.0 35.5

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額
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